
第２１号議案 

令和６年度長岡京市一般会計予算 

令和６年度長岡京市一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３６，９３２，０００千円

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出

予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることが

できる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債

の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方 

債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は、３，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 各項に計上した報酬、給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不

足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 
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令和６年２月２１日提出 

長岡京市長 中小路 健 吾 
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一 般 会 計 予 算           
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1 12,639,411

1 市民税 5,782,172

2 固定資産税 5,355,940

3 軽自動車税 122,103

4 市たばこ税 350,000

5 都市計画税 1,029,196

2 142,482

1 地方揮発油譲与税 32,000

2 自動車重量譲与税 100,000

3 森林環境譲与税 10,482

3 4,900

1 利子割交付金 4,900

4 120,000

1 配当割交付金 120,000

5 124,000

1 株式等譲渡所得割交付金 124,000

6 165,000

1 法人事業税交付金 165,000

7 1,900,000

1 地方消費税交付金 1,900,000

8 1

1 自動車取得税交付金 1

9 28,000

1 環境性能割交付金 28,000

10 459,001

1 地方特例交付金 459,000

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項 金 額

 千円

款

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

自動車取得税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金
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2
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別
交付金

1

11 4,170,000

1 地方交付税 4,170,000

12 8,000

1 交通安全対策特別交付金 8,000

13 252,606

1 負担金 252,606

14 291,857

1 使用料 250,915

2 手数料 40,942

15 7,278,134

1 国庫負担金 5,086,189

2 国庫補助金 2,170,621

3 国庫委託金 21,324

16 2,756,061

1 府負担金 1,948,799

2 府補助金 677,101

3 府委託金 130,161

17 86,843

1 財産運用収入 82,187

2 財産売払収入 4,656

18 305,103

1 寄附金 305,103

19 1,753,420

1 特別会計繰入金 27,178

2 基金繰入金 1,723,925

金　　　　　額

 千円

款 項

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

府支出金

財産収入

寄附金

繰入金

一5



3 財産区繰入金 2,317

20 50,000

1 繰越金 50,000

21 686,281

1 延滞金、加算金及び過料 10,709

2 市預金利子 281

3 貸付金元利収入 112,834

4 雑入 562,457

22 3,710,900

1 市債 3,710,900

36,932,000

金　　　　　額款 項

繰越金

諸収入

市債

歳　　入　　合　　計

.

 千円
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1 301,946

1 議会費 301,946

2 5,782,270

1 総務管理費 5,223,696

2 徴税費 367,427

3 戸籍住民基本台帳費 136,173

4 選挙費 16,834

5 統計調査費 8,798

6 監査委員費 29,342

3 16,371,663

1 社会福祉費 8,182,982

2 児童福祉費 6,535,003

3 生活保護費 1,653,678

4 2,513,635

1 保健衛生費 1,017,860

2 清掃費 1,494,223

3 上水道費 1,552

5 45,277

1 労働諸費 45,277

6 152,802

1 農業費 127,309

2 林業費 25,493

7 344,459

1 商工費 344,459

8 2,991,826

1 土木管理費 127,424

金 額

 千円

款

歳　　出

項

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費
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2 道路橋りょう費 613,766

3 河川費 15,431

4 都市計画費 2,194,329

5 住宅費 40,876

9 1,096,120

1 消防費 1,096,120

10 4,355,209

1 教育総務費 1,109,258

2 小学校費 1,444,528

3 中学校費 533,579

4 社会教育費 1,096,652

5 保健体育費 171,192

11 2,936,793

1 公債費 2,936,793

12 40,000

1 予備費 40,000

36,932,000

 千円

項 金　　　　　額款

消防費

教育費

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計
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第２表

（単位：千円）

事 項 期 間 備　考

令和6年度乙訓土地開発公社が

長岡京市に代わって都市計画

道路長岡京駅前線第4工区街路

用地の先行取得事業（その5）

を行うための資金借入れに対

する債務保証

令和６年度～

令和１０年度

都市計画道路長岡京駅前線第4

工区街路用地先行取得事業

（その5）

令和６年度～

令和１０年度

新庁舎（2期）集密書架等整備

委託料

令和６年度～

令和７年度

公用車借上料 令和６年度～

令和１２年度

公用車購入費 令和６年度～

令和７年度

限　　度　　額

債　務　負　担　行　為

４０，５００

乙訓土地開発公社が代位弁済する都

市計画道路長岡京駅前線第4工区街

路用地先行取得事業（その5）代金

40,500に対する元金及び利子相当額

６０，２２３

４，４００

３，８３２
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（単位：千円）

事　　　　　項 期　　　　間 備　考

衛星携帯電話機器更新業務 令和６年度～

令和８年度

土地評価替業務支援委託料 令和７年度～

令和８年度

緑の基本計画策定委託料 令和７年度

長岡第四小備品購入費 令和６年度～

令和７年度

長岡第四小開放センター備品
購入費

令和６年度～

令和７年度

４９４

８，８００

２，６０２

３，０９３

１１，３５２

限　　度　　額
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第３表

（単位：千円）

起 債 の 目 的 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

多世代交流ふれあい
センター改修事業債

6,500

防災設備整備事業債 4,600

市庁舎建替等事業債 894,500

バンビオ１番館改修
事業債

168,900

地域福祉センター改
修事業債

4,100

共生型福祉施設整備
事業債

721,300

北開田児童館改修事
業債

24,000

清掃運搬施設等整備
事業債

12,300

ため池等整備事業債 5,800

道路整備事業債 194,600

府施行街路整備事業
債

900

長岡京駅前線整備事
業債

83,400

公園整備事業債 137,700

西山公園体育館改修
事業債

20,200

都市構造再編集中支
援事業債

221,100

市営住宅改修事業債 2,500

地　　　　方　　　　債

限　　度　　額

ただし、発
行価格が額面
を下まわると
きは、その発
行価格差減額
をうめるため
必要な金額を
これに加算し
た額。

　財政融資資金又
は民間資金等（証
書借入又は証券発
行）。
　ただし、証券発
行の方法による場
合においては、発
行価格は額面金額
100円につき99円
以上とする。

　6.0％以内
ただし、利率

見直し方式（固
定利率方式から
の変更を含む）
で借り入れる財
政融資資金及び
民間資金等につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率。

財政融資資金
についてはその
融資条件、民間
資金等の場合に
はその債権者と
協定するところ
による。

ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還 期 限 を 短 縮
し、若しくは繰
上げ償還又は低
利に借換えする
ことができる。
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（単位：千円）

起 債 の 目 的 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

小学校施設整備事業
債

703,000

中学校施設整備事業
債

351,400

古墳土地取得事業債 9,200

中央公民館改修事業
債

11,800

放課後児童クラブ施
設整備事業債

11,600

夜間照明設備改修事
業債

1,700

開放センター施設整
備事業債

39,800

臨時財政対策債 80,000

財政融資資金
についてはその
融資条件、民間
資金等の場合に
はその債権者と
協定するところ
による。

ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還 期 限 を 短 縮
し、若しくは繰
上げ償還又は低
利に借換えする
ことができる。

限　　度　　額

ただし、発
行価格が額面
を下まわると
きは、その発
行価格差減額
をうめるため
必要な金額を
これに加算し
た額。

　財政融資資金又
は民間資金等（証
書借入又は証券発
行）。
　ただし、証券発
行の方法による場
合においては、発
行価格は額面金額
100円につき99円
以上とする。

　6.0％以内
ただし、利率

見直し方式（固
定利率方式から
の変更を含む）
で借り入れる財
政融資資金及び
民間資金等につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率。
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